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というのが，日本における死刑を巡る状況ではないでしょうか。私は，日本におけ
る死刑の在り方について問いたいと思います。「これ以上殺すなかれ」。「執行しな
くても大丈夫である」，「廃止しても大丈夫」。
　アベノミクスのかの安倍首相の口癖は，死刑制度の廃止の口上には，ごもっとも，
ぴったりなのです。死刑制度の廃止，「やればできる」，「この道しかない」，「皆さん，
ともに進もうではありませんか」。
死刑制度に対するEUの視座
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　まず，私は，このフォーラ
ムを企画された皆様方に感謝
いたします。特に，本フォー
ラムをアレンジされた専修大
学の皆様方に感謝いたしたく
存じます。
　今日は，この深刻な問題に
ついてお話しする絶好の機会
です。私は，ヨーロッパにお
ける死刑廃止の概観と，我々
が当初の経済的な共同体から価値を共有する統合体に進化したように，いかに死刑
の廃止が EU の価値の中心となったかについて，皆様にお話ししたく存じます。
　1．EU，死刑廃止の解放区域
　EU にとっては，人権が我々の同一性の中枢にあり，そして，我々が世界中でな
すことの核心に位置づけられます。我々の歴史は，EU を構成する28か国を横断し
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て，まさしく人権，民主主義そして法の支配を強固にすることです。そして，論理
的には，これらの価値を外的関係においても促進するためのメカニズムを発展させ
ることが求められます。日本と欧州連合は，いろいろな分野で協力をしてきました
が，価値の共有で異なることは，死刑制度だけです。
　死刑の廃止は，西欧史における新しい現象ではなく，人権が強制収容所の残虐な
行為の災禍における特に優先的な課題となった第二次世界大戦の終末期以来，現実
の趨勢となってまいりました。
　欧州評議会は，1949年に，法の支配，人権の尊重ならびに民主主義の原則を共有
してヨーロッパを統一するために創設されました。欧州評議会の礎石をなすヨーロ
ッパ人権条約は，1950年に採択されました。本条約は，すべての人の生命は，法律
により保護されるものとし，また，何人も生命を剝奪されてはならないと言明しま
す。しかし，本条約は，死刑が法律により規定されるときには，死刑が科せられる
ことを許容しました。
　欧州評議会が死刑を人権に対する重大な侵害であると考慮して，死刑の廃止の先
駆者になったのは，1980年代の初頭に過ぎません。欧州評議会は，欧州が死刑を世
界において永久に追放する最初の地域となることに，諸国の政府に対して次第に助
力を求めて説得したのです。
　1982年，欧州評議会は，ヨーロッパ人権条約に第６議定書を採択しました。そし
て，この議定書は，平時における死刑を廃止する最初の法的拘束力を有する文書と
なりました。その議定書は，今日，評議会の47の加盟国の内46か国（EU のすべて
の構成国を含めて）により批准されてきました。唯一の例外である，ロシアも，批
准を誓約したのです。
　1989年，死刑の廃止はすべての新しい構成国に対して欧州評議会への加盟条件と
されました。
　2002年に，ヨーロッパ人権条約第13議定書の採択により，あらゆる状況において
死刑を禁止するための重要な手段が講じられました。第13議定書は，戦時において
なされた行為についてさえも死刑の完全な廃止を求めております。
　各欧州の国々は，多様性を有するのですが，死刑廃止に向けた特別の方針に着手
しました。フランスとドイツのような欧州連合の創設国は，1981年にフランスが，
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1949年に西ドイツが死刑を廃止しました。他方，2007年に新たに欧州連合に加盟し
たブルガリアとルーマニアは，すでに，1989年に死刑を廃止しました。現在のヨー
ロッパ大陸では，欧州連合でもなく，欧州評議会のメンバーでないベラルーシ（白
ロシア）だけが依然として死刑を用いています。
　欧州連合は，長い間，ヨーロッパ人権条約に従い，死刑に反対してきました。と
同時に，2000年に制定された欧州連合基本権憲章には，あらゆる状況における死刑
の絶対的な禁止を包含していたのです。その欧州連合基本権憲章は，2009年12月１
日に発効した，リスボン条約により拘束力（法的な拘束力）を有するに至りました。
　欧州連合基本権憲章第２条は，何人も死刑を宣告され，または，執行されてはな
らない。［引用：“すべての者が生命に対する権利を有する：何人も死刑を宣告され，も
しくは，執行されてはならない”］
　2009年におけるリスボン条約による発効に伴い，欧州連合基本権憲章は，欧州連
合条約と同一の価値を有することになりました。すべての欧州連合構成国は，これ
らの規定に完全に付託され，かつ，実務においてそれらの規定を実行しました。欧
州連合に加盟することを望むすべての国は，それゆえに死刑を廃止しなければなら
ないのです。［註：1992年のマーストリヒ
ト条約の下で，欧州評議会のヨーロッパ人
権条約および欧州人権裁判所の判例を伴う
第６議定書は，欧州連合基本権憲章により，
人権の指標として，明確に言及される。欧
州評議会の人権は，“欧州連合の法の一般
原則”となりました。］
　2．欧州連合，死刑廃止を促進する国
　　際的な導きの糸となる要因
　欧州連合は，世界的な規模で，死刑廃
止の普遍的な廃止に向けて機能すること
がすべての加盟諸国により合意されまし
た。そして，死刑が依然として存在して欧州人権裁判所
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いる所では，モラトリアムを呼びかけ，
また，最終的に，死刑執行数を減少すべ
く，死刑廃止が最小限の基準により執行
されるべきことを説く，強く支持された
政策を有するのです。
　欧州連合の死刑に係るガイドライン
（欧州連合人権ガイドライン）の最初の組
み合わせは，1998年に欧州評議会により
採択されました。欧州連合ガイドライン
により規定された体系的な欧州連合行動
のための幾つかの手段の範囲は，双方的
な外交から多数国のフォーラムにおける
協働援助への活動に及びます。
　多国間交渉レヴェルで，欧州連合とそ
の構成国は，死刑の廃止を求め，また死刑が廃止されるまでの間，モラトリアムを
確立するために働きかけを行い，死刑の使用の廃止と制限に向けた顕著な国際的傾
向を明示する幾つかの国際連合の決議に着手し，成功を収めました。具体例として，
2012年12月における最近の国連総会決議は，死刑の使用の廃止と制限に向けた顕著
なモラトリアムへの国際的傾向を明示する，91か国に増加した国々により共同提案
されました。
　欧州連合は，死刑廃止またはモラトリアムのための財政的な支援を行っています。
その例として，以下の事項が含まれています。死刑事件の防御を強固にすること
（中国），死刑に代替する戦略と情報を支援すること（フィリピン），死刑廃止に向け
てキャンペーンする人権擁護者を支援すること（世界規模），さらに，州の死刑制
度のあり方の研究が正当な手続と公平を保護するために企画された最小限の基準と
合致すること（アメリカ合衆国），などです。
　3．欧州連合と日本における死刑
　これからは，日本と欧州との関係についてお話します。日本においては，死刑に
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批判を投げかける幾つかの試みがなされたにもかかわらず，我々は，国民の対話や
議論がなされていないことに失望してきました。このデリケートで，かつ，困難な
問題について，日本社会でさらにオープンな議論が必要です。市民の多くは，関連
する複雑な争点を紐解く機会を有しておりません。これが，おそらく，日本の世論
が依然として死刑に好意的であり，また，諸々の研究においても高い支持率を示す
理由の一つです。
　この文脈において，日本の政府に対する我々の公的なさらなる対話に向けて，欧
州連合が日本において貢献するために試みていることの一つは，建設的な議論のた
めの場を提供し，さらなる情報を開示し，そして，死刑の意義についてのさらなる
省察を助長することです。
　日本に関して，欧州連合は，20か月の中断の後の死刑執行が再開されたこと，死
刑執行の数が増加している傾向を遺憾に思います。したがって，欧州連合は，日本
における状況を注視しています。
　欧州連合は，数多くの機会に，日本の政府に，死刑制度の完全な廃止までの間，
死刑の適用についてのモラトリアムを呼びかけました。これは，死刑から離反しつ
つある世界的な傾向と軌を一にするものでした。
　4．世論と政治的指導力
　世論は，別の争点です。欧州連合における多くの国を含む，ほとんどの国では，
死刑は，政府が民意の世論調査により拘束されると感じるならば，依然としてその
地位を占めることでしょう。しかしながら，たとえそのようであるとしても，世界
中の数多くの政府は，道徳と廃止が人民の感情に優位すると決定しました。これは，
まさしく政治的指導力（リーダーシップ）の事項です。
　私の母国はフランスですので，フランスの例をあげることにします。フランスで
は，1981年に死刑制度が廃止されました。当時世論は，死刑廃止を支持する者は多
数ではありませんでした。ところが，当時，ミッテランとデスカールデスタンの間
の大統領選挙をひかえて，ミッテランは，死刑廃止をキャンペーンの一つとしまし
た。ミッテランは，当選後，その公約を実現したのです。そして，世論もそれを支
持したのです。
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　日本では，内閣府の世論調査に基づく，死刑を支持する85％を超える公的な数
字にもかかわらず，議論をすることが不可欠であると思います。学術的な調査と研
究は，事実，日本の公衆が政府の研究が示すよりも死刑について熱心でないことを
示しています。
　国民が死刑について情報を提供された上で選択をすることが求められたときには，
より多くの人々が反対します。大学が死刑廃止の議論のために情報を提供する機会
を提供するために積極的な役割を果たすとともに，法学部の学生，法科大学院また
法学研究科の大学院生がその担い手になることを期待しております。
【註：このフォーラムにおける講演は，反訳がなされていないので，編者の一存に基づ
いてその内容の要約で編集・構成したこと，また，菊田・小川原・朴氏によりなされ
たディスカッションは，紙幅の都合上，割愛したことに理解を賜りたい。編集担当：
室員  矢澤曻治】
